
(141)

第Ⅵ章　委員会の答申・報告書等

　第 35 回日本医師会医療秘書認定試験は、９
県医師会（11 校）、368 名（旧要綱対応 248 名、
新要綱対応 120 名）の受験生が参加して、平成
27年２月８日に各県医師会において実施され、
以下の成績を得たので報告する。

Ⅰ．緒論

　１）�第 35 回認定試験は、平成 26 年４月の要
綱改訂に伴い、旧要綱対応と新要綱対応
の２種類の試験問題により実施した。

　　　�受験者数は、９県医師会、368 名（旧要
綱対応 248 名、新要綱対応 120 名）であっ
た。

　２）�旧要綱対応受験者数 248 名中、合格者は
241 名、合格率は 97.2％であった。また、
新要綱対応受験者数 120 名中、合格者は
112 名、合格率は 93.3％であった。

　３）�個人別取得点（100 点満点）の最高は旧
要綱対応 98 点、新要綱対応 92 点、最低
は旧要綱対応 41 点、新要綱対応 33 点で
あった。

　４）�平均点は旧要綱対応 77.4 点、新要綱対
応 69.8 点であった。

Ⅱ．科目別正解率

　１）旧要綱対応問題
　　�　科目別正解率は表１の通りとなり、正解
率の高かったものは、患者論（85.4％）、
医療倫理（82.7％）、医療関係法規（81.5％）
等であり、低かったものは、医療用語
（68.6％）であった。

　　�　また、医学基礎教科と秘書専門教科に区
分して比較すると、今回、医学基礎教科（50
点満点）は 76.4％、秘書専門教科（50 点
満点）は 78.3％であった。

　２）新要綱対応問題
　　�　科目別正解率は表２の通りとなり、正解
率の高かったものは、医療秘書概論
（85.5％）、コミュニケーション論（83.8％）、
健康とは、疾病とは（78.4％）等であり、
低かったものは、薬の知識（36.9％）、医
の倫理（56.9％）等であった。

　　�　また、医療・保健・福祉基礎教科と医療
秘書専門教科に区分すると、医療・保健・
福祉基礎教科（58 点満点）は 65.9％、医
療秘書専門教科（42点満点）は75.2％であっ
た。

Ⅲ．各回の比較
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験結果と比較すると表３の通りであった。

Ⅳ．総括

　１）�出題問題については、受験者及び各県医
師会からの疑義はなく、適切な問題で
あった。

　２）�問題の適否については、正解率と識別指
数を勘案し、慎重に審議した。

　３）�合否については、慎重に審議して決定し
た。合格率は旧要綱対応では 97.2％、新
要綱では 93.3％と、ともに高い合格率で
あった。

　４）�各県医師会の合格率については、旧要綱
対応では、富山県、山梨県、静岡県、滋
賀県が 100％、90％台が３県で、新要綱
対応では、福井県が 100％、90％台が１
県であった。

　５）�旧要綱対応では、全体的に正解率が高く、
昨年度正解率が低かった「発育と老化」、
「感染と免疫」、「心身医学」については
著しく上昇したが、「秘書学概論」の正
解率が低下していた。

　　　�新要綱対応では、「医療秘書概論」や新
設の「コミュニケーション論」の正解率
が高かった。一方で、「薬の知識」の正
解率が著しく低く、この要因についての
検討が求められる。

　６）�今後、電子カルテ及び ORCA（日医標
準レセプトソフト）の普及に伴い、それ
に対応できる医療秘書を養成していくこ
とが必要である。

　７）�チーム医療の一員として医療秘書の業務
を行うにあたっては、コミュニケーショ
ン能力を高めることが重要であり、平成
26 年度より新設された「コミュニケー
ション論」の活用が期待される。

　８）�各学院において有能な医療秘書が養成さ
れている状況が見られ、また医療現場で

は医療秘書の必要性が更に増しているこ
とから、次回診療報酬改定において医師
事務作業補助体制加算の対象施設の拡大
及び施設基準の見直しが強く望まれる。
また今後、「日本医師会医療秘書認定試
験」の認知度を高めるために、診療報酬
算定要件に本認定試験を位置づけるなど
の方策も必要と考える。

表１　科目別正解率（旧要綱対応）

表２　科目別正解率（新要綱対応）
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表３　各回の比較
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